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中小企業・小規模事業者支援策の強化に関する要望
多くの中小企業・小規模事業者（以下、中小企業等）は、歴史的な円安をはじめ、エネルギー・原材料価格、労務費等の上昇に伴う価格転嫁の問題、深刻な人手不足など依然として厳しい経営環境下にあります。
とりわけ、「成長と分配」の好循環を実現するために不可欠となる価格転嫁の促進並びに企業の収益改善への対応については、その解決の柱となるガイドラインの遵守や９９％の中小企業が集積する大阪独自の支援策などについて、早急に対策を講じる必要があります。
２０２５年大阪・関西万博（以下、万博）については、日本の中小企業等が有する技術力や製品、アイデア等を世界にアピールできるように、そして、地元の大阪及び関西が万博を機に発展できるように、継続した支援の実施が必要です。

中小企業等が直面するこれら課題を克服し、新たな時代に向けて持続的に成長・発展していくためには、個々の自助努力だけでなく連携組織である中小企業組合を積極的に活用することが極めて重要となります。

かかる観点から、次の通り要望いたします。　
1．大阪府独自の中小企業等への支援の強化・拡充
ものづくり企業など中小企業等が存在する大阪府においては、国が実施する各種支援策
の推進に加えて、さらなる大阪府独自の支援策を講じるなど、中小企業のまち大阪の持
続的な発展に寄与する事業を強化・拡充すること。
２．中小企業組織対策の充実に向けた予算の拡充

　中小企業等が多様化・高度化する社会経済環境に対応するには、中小企業組合等連携組
織が行う協同の取り組みは益々重要となり、その取り組みを支援する中小企業団体中央
会の役割も重要となってくるため、必要な予算を拡充すること。
３．２０２５大阪・関西万博における中小企業支援策の強化
　２０２５大阪・関西万博に様々な形で参画する中小企業等の費用負担については、資材等が高騰している現状を踏まえ、費用の一部補助など必要な支援を行うこと。
また、万博開催を地元で盛り上げるため、期間中に万博会場内外で商店街や中小企業等が主体となり実施される様々な関連イベント等への支援を強化すること。
４．適切な価格転嫁促進に向けた取組みの強化
「中小企業者に関する国等の契約の基本方針（中小企業庁策定）」に規定されている労
務費等のコスト上昇への対応について、国及び大阪府、府内市町村において遵守されて
いるかの検証を行うこと。遵守が十分でない場合には必要な措置を講じること。
また、公正取引委員会が策定した「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」
を全ての公共調達の対象とすること。

